
令和７年第３回取手市議会定例会議事日程（第１号）

令和７年９月２日（火）午前１０時開議

日程第１ 会議録署名議員の指名

日程第２ 会期の決定

日程第３ 諸般の報告

日程第４ 議案第４０号 取手市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例について

議案第４１号 取手市みんなでいじめをなくすための条例の一部を改正

する条例について

議案第４２号 町の区域の変更について

日程第５ 議案第４３号 令和７年度取手市一般会計補正予算（第４号）

議案第４４号 令和７年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計補正

予算（第１号）

議案第４５号 令和７年度取手市国民健康保険事業特別会計補正予算

（第１号）

議案第４６号 令和７年度取手市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）

議案第４７号 令和７年度取手市介護保険特別会計補正予算（第１号）

日程第６ 報告第 ７号 令和６年度取手市健全化判断比率について

報告第 ８号 債権の放棄について

日程第７ 認定第 １号 令和６年度取手市一般会計決算の認定について

認定第 ２号 令和６年度取手市取手駅西口都市整備事業特別会計決算

の認定について

認定第 ３号 令和６年度取手市国民健康保険事業特別会計決算の認定

について

認定第 ４号 令和６年度取手市後期高齢者医療特別会計決算の認定に

ついて

認定第 ５号 令和６年度取手市介護保険特別会計決算の認定について

認定第 ６号 令和６年度取手市競輪事業特別会計決算の認定について

認定第 ７号 令和６年度取手地方公平委員会特別会計決算の認定につ

いて

日程第８ 同意案第１８号 取手地方公平委員会委員の選任に関する同意について

同意案第１９号 取手地方公平委員会委員の選任に関する同意について

同意案第２０号 取手地方公平委員会委員の選任に関する同意について



日程第９ 諮問第 ２号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

諮問第 ３号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

諮問第 ４号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

諮問第 ５号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

諮問第 ６号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

日程第 10 請願第１１号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持のための

政府予算に係る意見書採択を求める請願

請願第１２号 旧吉田保育所跡地を整地し多目的広場として整備するこ

とを求める請願

請願第１３号 小貝川ポニー牧場を核とした小貝川三次元プロジェクト

事業継続に関する請願

日程第 11 市政に関する一般質問

①杉山 尊宣 議員

②長塚 美雪 議員

③海東 一弘 議員

日程第 12 選挙第 ５号 茨城県後期高齢者医療広域連合議会の議員の補欠選挙に

ついて

日程第 13 仮議長の選任を議長に委任する件



地方自治法第１２１条により令和７年第３回定例会への出席を求めた者及び委任を受けた説明員 
 
１．出席を求めた者 

 取 手 市 長 中 村 　 修

 取 手 市 教 育 委 員 会 教 育 長 石 塚 康 英

 取 手 市 農 業 委 員 会 会 長 海 老 原 丈 夫

 
 ２．委任を受けた説明員
 副 市 長 伊 藤 　 哲

 副 市 長 黒 澤 伸 行

 総 務 部 長 
選 挙 管 理 委 員 会 書 記 長

□ 田 文 彦

 政 策 推 進 部 長 齋 藤 嘉 彦

 財 政 部 長 田 中 英 樹

 健 康 福 祉 部 長 彦 坂 　 哲

 こ ど も 部 長 助 川 直 美

 ま ち づ く り 振 興 部 長 森 川 和 典

 建 設 部 長 渡 来 真 一

 都 市 整 備 部 長 浅 野 和 生

 会 計 管 理 者 
会 計 課 長 事 務 取 扱

斉 藤 理 昭

 総 務 部 次 長 
安 全 安 心 対 策 課 長 事 務 取 扱

立 野 啓 司

 総 務 部 次 長 
人 事 課 長 事 務 取 扱

軽 部 幸 雄

 政 策 推 進 部 次 長 
文 化 芸 術 課 長 事 務 取 扱

飯 山 貴 与 子

 財 政 部 次 長 
公 共 施 設 整 備 課 長 事 務 取 扱

原 部 英 樹

 財 政 部 次 長 
課 税 課 長 事 務 取 扱

三 浦 雄 司

 健 康 福 祉 部 次 長 
国 保 年 金 課 長 事 務 取 扱

直 井 　 徹

 健 康 福 祉 部 次 長 
保 健 セ ン タ ー 長 事 務 取 扱

関 口 勝 己

 こ ど も 部 次 長 
こ ど も 政 策 課 長 事 務 取 扱

佐 藤 睦 子

 ま ち づ く り 振 興 部 次 長 
産 業 振 興 課 長 事 務 取 扱

海 老 原 輝 夫

 ま ち づ く り 振 興 部 次 長 
環 境 対 策 課 長 事 務 取 扱

木 村 太 一

 建 設 部 次 長 
水 と み ど り の 課 長 事 務 取 扱

蛯 原 一 雄

 都 市 整 備 部 次 長 
中 心 市 街 地 整 備 課 長 事 務 取 扱

中 村 有 幸

 都 市 整 備 部 次 長 
区 画 整 理 課 長 事 務 取 扱

稲 葉 克 彦

  
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
  

 

 

 

 

 

 

 
 総 務 部 総 務 課 長 

選挙管理委員会書記長補佐
土 谷 靖 孝

 情 報 管 理 課 長 岩 﨑 弘 宜

 市 民 協 働 課 長 大 隅 正 勝

 市 民 課 長 安 田 徹 也

 取 手 支 所 長 染 谷 和 之

 藤 代 総 合 窓 口 課 長 田 村 牧 子

 総 務 課 副 参 事 風 間 聡 宏

 人 事 課 副 参 事 山 下 　 拓

 情 報 管 理 課 
デ ジ タ ル 化 推 進 室 長

松 﨑 昌 也

 取 手 駅 前 窓 口 所 長 村 越 英 敏

 政 策 推 進 部 政 策 推 進 課 長 髙 中 　 誠

 秘 書 課 長 印 藤 智 徳

 魅 力 と り で 発 信 課 長 数 藤 弘 人

 政 策 推 進 課 副 参 事 篠 原 慎 吾

 魅力とりで発信課副参事 星 　 芳 宏

 文 化 芸 術 課 副 参 事 矢 部 晃 一 朗

 財 政 部 財 政 課 長 谷 池 公 治

 管 財 課 長 丸 山 　 博

 納 税 課 長 塚 本 豊 康

 公共施設整備課副参事 蛯 原 正 人

 課 税 課 副 参 事 海 老 原 祐 子

 健 康 福 祉 部 社 会 福 祉 課 長 根 本 真 人

 高 齢 福 祉 課 長 井 橋 久 美 子

 障 害 福 祉 課 長 鈴 木 哲 也

 健 康 づ く り 推 進 課 長 海 老 原 　 充

 健康づくり推進課副参事 櫻 井 裕 久

 国 保 年 金 課 副 参 事 吉 住 三 世 子

 保 健 セ ン タ ー 副 参 事 渡 辺 良 江

 こ ど も 部 保 育 課 長 山 田 英 紀

 こ ど も 相 談 課 長 樋 口 康 代

 保 育 課 副 参 事 飯 塚 千 絵 子

 ま ち づ く り 
振 興 部

農 政 課 長 染 谷 　 久

 火 葬 場 組 合 事 務 局 
担 当 課 長

牧 野 孝 浩

 産 業 振 興 課 副 参 事 岡 田 　 崇

 環 境 対 策 課 
環 境 政 策 室 長

吉 田 卓 也

 建 設 部 管 理 課 長 山 田 哲 也

 道 路 建 設 課 長 星 加 英 利

 排 水 対 策 課 長 飯 塚 　 稔

 管 理 課 副 参 事 倉 持 哲 也

 水とみどりの課副参事 仁 杉 繁 隆

 都 市 整 備 部 都 市 計 画 課 長 中 村 大 地

 建 築 指 導 課 長 田 中 健 士

 都 市 計 画 課 
都 市 政 策 推 進 室 長

中 野 潤 一

  取 手 市 選 挙 管 理 委 員 会 委 員 長 河 口 優 子

 取 手 市 代 表 監 査 委 員 石　橋　大　輔

 取 手 地 方 公 平 委 員 会 委 員 長 大　峰　芳　樹



 教 育 委 員 会 教 育 部 長 飯 竹 永 昌

 教 育 参 事 鈴 木 邦 弘

 教 育 次 長 
保健給食課長事務取扱

松 崎 　 剛

 教 育 次 長 
図 書 館 課 長 事 務 取 扱

香 取 美 弥

 教 育 総 務 課 長 澤 部 　 慶

 学 務 課 長 石 橋 陽 一

 指 導 課 長 丸 山 信 彦

 指 導 課 長 
教育総合支援センター長

仲 田 敦 夫

 生 涯 学 習 課 長 秋 山 和 也

 子 ど も 青 少 年 課 長 長 塚 逸 人

 ス ポ ー ツ 振 興 課 長 稲 村 忠 弘

 生 涯 学 習 課 
埋蔵文化財センター長

吉 田 　 宏

 スポーツ振興課副参事 野 口 勝 彦

 ふ じ し ろ 図 書 館 長 若 泉 裕 子

 農 業 委 員 会 事 務 局 長 浜 野 彰 久

 取 手 市 監 査 委 員 事 務 局 長 
取 手 地 方 公 平 委 員 会 事 務 局 長

鈴 木 正 美

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 消 防 本 部 消 防 長 岡 田 直 紀

 次 長 
総 務 課 長 事 務 取 扱

仲 村 　 厚

 予 防 課 長 満 　 健 一

 警 防 課 長 新 倉 正 勝

 取 手 消 防 署 長 稲 葉 　 敦

 戸 頭 消 防 署 長 吉 田 大 祐

 吉 田 消 防 署 長 竹 宗 良 太

 椚 木 消 防 署 長 大 越 　 勇

 警 防 課 副 参 事 下 山 利 昭

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



日次 期　日 曜日 会議 時　刻 議　　　事

1 9月2日 火 本会議 午前10時

開会、議案上程　
一部議案質疑・討論・採決
請願上程・説明・質疑・付託
一部事務組合等選挙
一般質問（杉山・長塚・海東）

2 9月3日 水 本会議 午前10時
一般質問（佐藤・久保田・染谷・古谷・関川
・加増）

3 9月4日 木 本会議 午前10時 一般質問（小堤・根岸・本田・鈴木・落合）

4 9月5日 金 休会 議事整理日

5 9月6日 土 休会

6 9月7日 日 休会

7 9月8日 月 休会 議事整理日

8 9月9日 火 本会議 午前10時 一般質問（岡口・佐野・遠山）

9 9月10日 水 本会議 午前10時 議案質疑・付託

10 9月11日 木 委員会 午前10時 総務文教常任委員会

11 9月12日 金 委員会 午前10時 福祉厚生常任委員会

12 9月13日 土 休会

13 9月14日 日 休会

14 9月15日 月 休会

15 9月16日 火 委員会 午前10時 建設経済常任委員会

16 9月17日 水 委員会 午前9時 一般会計予算・決算審査特別委員会

17 9月18日 木 委員会 午前9時 一般会計予算・決算審査特別委員会

18 9月19日 金 委員会 午後1時 一般会計予算・決算審査特別委員会

19 9月20日 土 休会

20 9月21日 日 休会

21 9月22日 月 委員会 午前10時 議会運営委員会

22 9月23日 火 休会

23 9月24日 水 本会議 午前10時 委員長報告・質疑・討論・採決・閉会

令和７年第３回取手市議会定例会会期日程



会派名簿

Ｒ７．８．２９現在

・創和会（９名）

◎金澤 克仁

赤羽 直一・佐藤 隆治・小堤 修・鈴木 三男

海東 一弘・杉山 尊宣・岡口すみえ・長塚 美雪

・公明党（４名）

◎染谷 和博

落合信太郎・久保田真澄・古谷 貴子

・みらい（３名）

◎関川 翔

入江 洋一・山野井 隆

・日本共産党（３名）

◎加増 充子

遠山智恵子・本田 和成

・無会派クラブ（２名）

◎根岸裕美子

佐野 太一



取手市議会組織図
令和７年８月２９日現在

議長： 山野井 隆 副議長： 小堤 修 議員任期 令和6年2月15日～令和10年2月14日

※ ◎は委員長、○は副委員長を表す。

議会運営委員会

（８人）

総務文教常任委員会

（８人）

福祉厚生常任委員会

（７人）

建設経済常任委員会

（６人）

一般会計予算・決算審査

特別委員会

（１０人）

◎赤 羽 直 一

〇落 合 信太郎

佐 野 太 一

小 堤 修

金 澤 克 仁

染 谷 和 博

入 江 洋 一

遠 山 智恵子

◎鈴 木 三 男

○長 塚 美 雪

本 田 和 成

岡 口 すみえ

佐 野 太 一

関 川 翔

小 堤 修

落 合 信太郎

◎久保田 真 澄

○杉 山 尊 宣

古 谷 貴 子

根 岸 裕美子

金 澤 克 仁

山野井 隆

遠 山 智恵子

◎海 東 一 弘

○染 谷 和 博

佐 藤 隆 治

入 江 洋 一

赤 羽 直 一

加 増 充 子

◎佐 藤 隆 治

○杉 山 尊 宣

長 塚 美 雪

岡 口 すみえ

古 谷 貴 子

海 東 一 弘

根 岸 裕美子

久保田 真 澄

関 川 翔

遠 山 智恵子

常総地方広域市

町村圏事務組合

議会議員（３人）

茨城県南水道企

業団議会議員

（４人）

龍ケ崎地方衛生

組合議会議員

（４人）

取手地方広域下

水道組合議会議

員（７人）

利根川水系県南

水防事務組合議

会議員（５人）

取手市外２市火

葬場組合議会議

員（３人）

茨城県後期高齢

者医療広域連合

議会議員（１人）

取手市

監査委員

関川 翔

赤羽 直一

欠 員

長塚 美雪

根岸裕美子

染谷 和博

佐藤 隆治

岡口すみえ

杉山 尊宣

久保田真澄

加増 充子

佐野 太一

海東 一弘

小堤 修

落合信太郎

金澤 克仁

山野井 隆

入江 洋一

古谷 貴子

鈴木 三男

関川 翔

赤羽 直一

遠山智恵子

山野井 隆

小堤 修

海東 一弘

欠 員 金澤 克仁



令和７年８月１９日　 

 

　取手市議会議長　殿 

 

取手市議会議員　　関　川　　翔　　　 

 

一部事務組合議会の報告 

 

　常総地方広域市町村圏事務組合議会について、議員として下記のとおり出席しましたので、その

概要について報告いたします。 

 

記 

 

１．令和７年第１回臨時会 

 

（１）日　　　時　　令和７年６月２４日（火）１６：３０～１６：５７ 

 

（２）内　　　容　　下記のとおり 

 

 
番　号 議案及び内容 結　果

 
選挙第１号 常総地方広域市町村圏事務組合議会議長の選挙について 

【内容】 

　　令和７年６月20日に常総市議会で組合議員の選挙が行われ

前議長が退任されたため、常総地方広域市町村圏事務組合議会

議長の選挙を行うものである。選挙の方法は、地方自治法第118

条第２項の規定により指名推選とし、指名の方法は、議長にお

いて指名することとする。坂巻文夫議員が議長に指名され当選

となる。 

当選人 

坂巻　文夫

議員



 
承認第１号 専決処分事項の承認を求めることについて 

（令和６年度常総地方広域市町村圏事務組合一般会計補正予算

（第６号）） 

【内容】 

令和６年度一般会計補正予算（第６号）については、障害者

支援施設のスプリンクラー設備に不備が生じ緊急修繕を行う必

要が生じたため、民生費の修繕料を増額し、これに対応するもの

で、年度内の竣工が難しいことから併せて繰越明許費を設定し

た。 

本補正予算については、組合議会を招集する時間的余裕がな

いため、地方自治法第179条第１項の規定により、令和７年２

月17日に専決処分したもので、同条第３項の規定により議会に

報告し、承認を求めるものである。 

承認

 
承認第２号 専決処分事項の承認を求めることについて 

（令和６年度常総地方広域市町村圏事務組合一般会計補正予算

（第７号）） 

【内容】 

令和６年度一般会計補正予算（第７号）については、資源化

施設火災に伴う構造躯体への影響調査委託費などの当初見込め

なかった事情変更により年度内の予算執行が難しい事業につい

て繰越明許費を設定した。 

本補正予算については、組合議会を招集する時間的余裕がな

いため、地方自治法第179条第１項の規定により、令和７年３

月18日に専決処分したもので、同条第３項の規定により議会に

報告し、承認を求めるものである。 

承認

 
報告第１号 令和６年度常総地方広域市町村圏事務組合一般会計繰越明許費

について 

【内容】 

令和６年度に設定した繰越明許費は６件である。３款、民生

費、１項、社会福祉費、事業名、障害者支援施設スプリンクラ

ー設備緊急修繕は、障害者支援施設のスプリンクラー設備に不

具合が生じ、交換部品であるポンプユニットの納品が、年度内

には困難となり264万円を繰り越したものである。 

４款、衛生費、１項、清掃費、事業名、堆肥化施設脱水機整

報告



 備事業は、脱水機に付随するポンプの納品が遅れたことにより、

6,028万円を繰り越し、事業名、資源化施設火災構造調査委託

は、施設復旧に当たり、施設の構造躯体に与えた影響を調査す

る必要が生じたことにより1,496万円を繰り越し、総発電量計

測用電力量計システム設置事業については、グリーン電力証書

事業を進めるに当たり、ごみ処理施設における総発電量を計測

する電力量計を設置する必要が生じ、工事施工を焼却施設の全

停止期間である令和７年５月に実施するため706万5,300円を

繰り越したものである。 

６款、消防費、１項、消防費の事業名、感染症予防等医療委

託事業は、混合ワクチンの供給不足により年度内の履行が困難

となり13万７千円を繰り越し、事業名、大型自動車免許取得補

助金では、令和６年度支給対象者のうち、年度内の免許取得が

困難となった３名分45万円を繰り越したものである。財源につ

いては、地方債が堆肥化施設脱水機整備事業の4,520万円、一

般財源は、６事業合わせて総額4,033万2,300円を繰り越しす

る。 

 
議案第７号 令和７年度常総地方広域市町村圏事務組合一般会計補正予算（第

１号）について 

【内容】 

茨城消防救急無線・指令センター運営協議会に日立市及び

稲敷地方広域市町村圏事務組合が加入することに伴い、地方

自治法第252 条の６の規定によりその例によることとされ

る同法第252条の２の２各項の規定に基づき、茨城消防救急

無線・指令センター運営協議会規約の一部を変更することに

ついて、同条第３項の規定により議会の議決を求めるもので

ある。 

原案可決

 
議案第８号 高規格救急自動車の取得について 

【内容】 

消防車両の配備につき財産を取得するため、地方自治法第96

条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求め

るものである。本車両は北出張所に配備される救急車で、更な

る救急需要に対応するため、実用性に優れた動力性能、そして

隊員の活動スペースを可能な限り広く設けている。また、油圧

原案可決



 システムを採用した電動ストレッチャーを導入、傷病者の安全

な収納、搬送が図れるとともに、隊員への身体的負担の軽減を

含めた労務管理上の効果が大いに期待されているところであ

る。 

 
議案第９号 災害対応特殊小型動力ポンプ付水槽車の取得について 

【内容】 

消防車両の配備につき財産を取得するため、地方自治法第96

条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求め

るものである。本車両は新車両の導入として、特殊水槽車を水

海道消防署に配備整備するもので、小型動力ポンプと10トンの

水を積載、高速道路、河川敷等水源の乏しい地域の消防活動の

強化、そしてライフライン非常時における生活用水確保のため

の導入である。なお、消防力のバランス等を踏まえ、将来的に

は現在事業計画中の（仮称）みらい平消防署への移管を検討し

ているところである。 

原案可決

 
議案第10号 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車の取得について 

【内容】 

　　消防車両の配備につき財産を取得するため、地方自治法第96

条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求め

るものである。本車両は緊急消防援助隊補助金制度を活用した

南守谷出張所の水槽付消防ポンプ自動車の更新となる。ＦＲＰ

を使用し、軽量化を図るとともに、防錆性など耐久性に優れ、

また、十分な資機材収納スペースを確保、水1,500リットルを

搭載し、住宅火災等における水損防止が図られ、環境面にも配

慮されている、通称ＣＡＦＳ（キャフス）が装備されている。

このシステムは、水に少量の消火薬剤を加え、圧縮された空気

を送り込み発泡させる装置で、水量を最大17倍に膨らませ送水

することが可能である。 

原案可決

 
議案第11号 消防ポンプ自動車の取得について 

【内容】 

消防車両の配備につき財産を取得するため、地方自治法第96

条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

原案可決



 

 

２．令和７年第２回全員協議会 

 

（１）日　　　時　　令和７年６月２４日（火）　１５：０２～１６：２５ 

 

（２）内　　　容　　下記のとおり 

 

報告事項 

（１）常総地方広域市町村圏事務組合議会議長の選挙について 

常総市議会で組合議員の選挙が行われたことから、前議長が６月20日で退任され、現在議長

が欠員となっている。慣例により、各市から１名の選考委員を選出し、別室にて選考委員会を

開催し、選出することとなり、選考委員会において、坂巻文夫議員を本会議で議長選挙に推薦

することになった。 

 

（２）資源化施設の火災復旧について 

　令和６年12月９日に発生した資源化施設不燃ごみ処理設備火災事故について、設備等の被害

状況、出火原因、火災事故の経過、火災時に適切な対応が行われたのかを運営管理事業者「タ

クマテクノス」への聞き取りを基に、消防の検証結果を踏まえ、検証した結果と再発防止の取

組みを「常総環境センター火災事故報告書」として取りまとめたとの報告があった。 

出火原因については、消防・警察による現場検証でも火災の直接的に原因となるものは発見

されなかったが、今回、散水や酸素濃度を低減させていても発火・消火しきれていないことか

ら、リチウムイオン電池等の危険物が発火し延焼したと推察される。 

検証結果については、今回の火災は搬入された不燃ごみに起因し、運営管理事業者の受入処

理、監視体制、火災への対応は適正であり、火災対応設備も適正に作動していたことを確認し

た。運営管理事業者による故意又は過失は認められなかったことから「常総環境センターごみ

処理施設運営管理委託事業（第３期）契約書」第１条第４項第６号で定義される「不可抗力」に

よるものと考えられる。 

再発防止策については、市民への周知・搬入防止の徹底を早急な対策として実施するほかス

 又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求め

るものである。本車両は車齢24年を迎えた同じく南守谷出張所

の消防ポンプ自動車の更新となり、こちらの車両もＦＲＰを一

部使用、オールシャッターを採用するとともに、コンパクト化

を徹底し積載スペースを最大限に確保している。ポンプ車であ

りながら、水600リットルを搭載、併せてＣＡＦＳ（キャフス）

が装備されており、狭隘道路を含め、先行部署ができるなど、

様々なシチュエーションにおける活用が可能となる消防車両で

ある。 



ーパーやコンビニエンスストアなどリチウムイオン電池等の回収場所を増設の協力を依頼する。

また金属類専用袋などの導入を構成市と協議する。 

　火災復旧方法としては下表のとおり３つの案が示された。 

 

（３）（仮称）みらい平消防署新庁舎建設事業について 

建設予定地が埋蔵文化財包蔵地であることから、昨年12月より、つくばみらい市教育委員会

様の協力を頂きながら試掘・確認調査が計８回行われ、５月22日に終了、６月４日に調査結果

が示された。結果的には縄文時代中期及び後期等における遺構、遺物が検出され、専門員の総

括としては、記録保存のための発掘調査が相当との結論により、この結果を茨城県に報告した。

このことから文化財保護法の規定による発掘調査や整理作業、報告書の作成業務が必要となる。

 項目 内容 メリット デメリット
 Ａ案 被災した資源化施設を原状復

旧する。

原状復旧後は、不燃ごみ全量を

環境センター内で処理できる。

不燃ごみに含まれる鉄・アルミ

の回収が従来どおり可能。外部

搬出を最小限に抑えることが

できる。保険適用範囲が最も広

い。

原状復旧のためリチウム電池

等危険物に対する改良には至

らない。ただし復旧工事の実

施設計において、対策機器等

を追加設置することは可能。

 Ｂ案 被災した資源化施設は建築建

屋のみを原状復旧し、不燃ごみ

（プラごみ）を手選別したのち

に可燃ごみピットへ搬送する

中継コンベヤを仮設する。

仮設工事完了後、不燃ごみのプ

ラスチック類は場内処理可能

となる。 

不燃ごみに含まれる鉄・アル

ミの回収ができない。資源化

施設における基幹改良工事の

工期が約１年延びる。長期間、

金属類の外部搬出を要し、必

要経費の変動リスクがある。

 Ｃ案 被災した資源化施設は原状復

旧せずに、基幹改良工事まで不

燃ごみを全量外部搬出する。

特にない。 不燃ごみに含まれる鉄・アル

ミの回収ができない。資源化

施設における基幹改良工事の

工期が約１年延びる。長期間、

不燃ごみの外部搬出を要し、

必要経費の変動リスクがあ

る。



令和７年８月２８日　 

 

　取手市議会議長　殿 

 

取手市議会議員　　佐藤　隆治　　　 

 

一部事務組合議会の報告 

 

　茨城県南水道企業団議会について、議員として下記のとおり出席しましたので、その概要につい

て報告いたします。 

 

記 

 

１．会議の名称　　令和７年第２回茨城県南水道企業団議会定例会 

 

２．会議開催日　　令和７年８月５日（火）午後２時００分 

 

３．内　　　容　　 

 

　議案については、議案第１号　茨城県南水道企業団水道事業給水条例の一部を改正する条例につ

いて、議案第２号　茨城県南水道企業団議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例について、議案第３号　茨城県南水道企業団特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する

条例の一部を改正する条例について、議案第４号　茨城県南水道企業団企業職員の給与の種類及び

基準を定める条例の一部を改正する条例について、議案第５号　令和７年度茨城県南水道企業団水

道事業会計補正予算（第１号）について、議案第６号　令和６年度茨城県南水道企業団水道事業会

計決算の認定及び剰余金の処分についての計６件が提案されました。 

 

　議案第１号　茨城県南水道企業団水道事業給水条例の一部を改正する条例については、布設工事

監督者及び水道技術管理者の資格要件の一つとして引用しております建設業法施行令の改正により、

本条例において引用する同法の条項にずれが生じたため改正を行うものであり、全員賛成で原案の

とおり可決されました。 

 

　議案第２号　茨城県南水道企業団議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例については、「国家公務員等の旅費に関する法律」が70年ぶりに大きく改正されたことによ

る、議会議員の旅費の改正になります。国の改正に合わせ、議会議員の旅費の見直しをするもので

あり、改正は「龍ケ崎市議会議員報酬及び費用弁償に関する条例」を準用する条文となっておりま

す。主な内容は、旅費の計算にかかる規定の簡素化や旅費の支給対象などを見直すものであり、全



員賛成で原案のとおり可決されました。 

 

　議案第３号　茨城県南水道企業団特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例については、議案第２号と同じく、旅費について見直すため改正を行うものであり、「龍ケ崎

市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例」を準用する条文となっております。こ

ちらも全員賛成で原案のとおり可決されました。 

 

　議案第４号　茨城県南水道企業団企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する

条例については、国家公務員に準じ、扶養手当の支給対象などを変更するため改正を行うものであ

り、全員賛成で原案のとおり可決されました。 

 

　議案第５号　令和７年度茨城県南水道企業団水道事業会計補正予算（第１号）は、令和７年度中

に契約を行うため対象業務の債務負担行為の期間及び限度額を定めるものです。戸頭２号・３号配

水池耐震診断業務委託、次亜塩素酸ナトリウム購入、水道用材料購入の合計３件を計上するもので、

全員賛成で原案のとおり可決されました。 

 

　議案第６号は、令和６年度茨城県南水道企業団水道事業会計決算の認定及び剰余金の処分につい

てであり、全員賛成で原案のとおり可決されました。 

 

　次に報告として、報告第１号　令和６年度茨城県南水道企業団水道事業会計予算繰越計算書の報

告について、報告第２号　地方公共団体の財政健全化法に係る公営企業会計の資金不足比率に関す

る報告についての計２件の報告がありました。 

 

　その他一般質問では、温暖化による水道水への影響について、企業団としては参加を見送った広

域連携の現状について、令和６年度の決算状況について、今後の水道料金改定について等の質問が

ありました。 

　以上、茨城県南水道企業団議会定例会の報告でございます。



令和７年８月２７日　 

 

　取手市議会議長　殿 

 

取手市議会議員　　海東　一弘　　　 

 

一部事務組合議会の報告 

 

　取手地方広域下水道組合議会について、議員として下記のとおり出席しましたので、その概要に

ついて報告いたします。 

 

記 

 

１．令和７年第２回 取手地方広域下水道組合議会 議員全員協議会 

 

（１）日　　　時　　令和７年８月２２日（金） 午後１時１５分より 

 

（２）内　　　容 

　　●執行部説明事項 

（１）全国特別重点調査について 

（２）伊奈１号幹線圧送管路の破損について 

（３）経営戦略改定について 

（４）ＮＨＫ放送受信料の未契約について 

（５）職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

●協議事項 

（１）会議録署名議員の指名について 

（２）会期について 

（３）令和７年度議員派遣の件について 

（４）監査委員の選任について 

 

●報告事項 

（１）工事請負契約の締結について 

（２）令和７年度工事契約状況調書について 

（３）次回議会開催の予定について（令和８年第１回議会定例会） 

　　　　令和８年２月１９日（木） 

　　　　　午後２時００分 ～　議員全員協議会 

　　　　　午後３時００分 ～　定例会開会 

 



２．令和７年第２回 取手地方広域下水道組合議会 定例会 

 

（１）日　　　時　　令和７年８月２２日（金） 午後２時００分より 

 

（２）内　　　容 

　日程第１　会議録署名議員の指名 

 

　日程第２　会期の決定 

 

　日程第３　 

報告第１号　令和６年度取手地方広域下水道組合下水道事業会計予算繰越計算書について 

報告第２号　令和６年度取手地方広域下水道組合下水道事業会計継続費繰越計算書について 

　　報告第３号　令和６年度取手地方広域下水道組合下水道事業会計継続費精算報告書について 

　　報告第４号　令和６年度取手地方広域下水道組合資金不足比率について 

　　　●報告第１号～第４号 質疑事項等ありませんでした。 

 

　日程第４ 

　　議案第５号　令和６年度取手地方広域下水道組合下水道事業剰余金の処分について 

　　　　質疑　なし 

　　　　討論　なし 

　　　　採決　全員賛成 

　　認定第１号　令和６年度取手地方広域下水道組合下水道事業会計決算の認定について 

　　　　質疑　事前通告による１名 「下水道使用料について」 

　　　　討論　反対討論１名 

　　　　採決　賛成多数 

 

　日程第５ 

　　議案第６号　令和７年度取手地方広域下水道組合下水道事業会計補正予算（第１号） 

　　　　質疑　なし 

　　　　討論　なし 

　　　　採決　全員賛成 

 

　日程第６ 

　　議案第７号　取手地方広域下水道組合職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例に 

　　　　　　　　ついて 

　　　　質疑　なし 

　　　　討論　なし 

　　　　採決　全員賛成 

 



　日程第７ 

　　同意案第１号　取手地方広域下水道組合監査委員の選任に関する同意について 

　　　　質疑　なし 

　　　　討論　なし 

　　　　採決　全員賛成 

 

　日程第８　一般質問　通告１名　「下水道施設のレジリエンスの強化について」 

　　　　　　　　　　　　　　　　「災害時のトイレ処理について」 

　　　　　　　　　　　　　　　　「子供たちや地域住民への公開・体験・理解をどう進めるか」 

 

　日程第９　議員派遣の件　　目的　　　　議会活動の円滑化と議会機能の充実化を図るため、下

水道事業における官民連携、台帳等の電子化、及び下

水汚泥由来肥料化に向けた取組から導入後の実績につ

いて、先進自治体を視察するもの 

派遣議員　　議長　外９名 

　　　　　　　　　　　　　　派遣場所　　三重県四日市市　岐阜県瑞穂市　愛知県名古屋市 

　　　　　　　　　　　　　　期間　　　　令和７年１０月２９日～３１日（３日間） 

　　　　　　　　　　　　　　その他　　　変更等については議長に一任する。 

　 

　追加日程第１　同意案第２号　取手地方広域下水道組合監査委員の選任に関する同意について 

　　　　　　　　　取手市議会 入江洋一議員の選任に決定しました。 

 



 

令和７年８月２７日 

 

取手市議会議長　殿 

 

取手市議会議員　小　堤　　　修　　　 

 

 

一部事務組合議会の報告 

 

 

 

　取手市外２市火葬場組合議会について、議員として下記のとおり出席しましたので、その概

要について報告いたします。 

 

記 

 

１．会議開催日 　令和７年８月１８日（月）午後４時開会 

 

２．会議等名称 　令和７年第１回取手市外２市火葬場組合議会臨時会 

 

３．内　　　容 　 

 

選挙第１号　監査委員の互選について 

　　　　　　　取手市外２市火葬場組合規約第１０条第２項の規定により議員の中から互

選するもので、議長の指名推選により、取手市の山野井隆議員が選任された

もの。



取市発第１７２号

令和７年８月２７日

取手市議会議長

山 野 井 隆 殿

取手市長 中 村 修

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づく専決処分について（報告）

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会の議決により指定された市長の

専決処分事項として下記のとおり専決処分しましたので、同条第２項の規定により報

告します。

記

専決処分第１７号 損害賠償の額を定め和解することについて

専決処分第２１号 損害賠償の額を定め和解することについて

（事故後の対応）当該案件の当事者である市職員に対しては、安全運転管理者及び所

属長から、余裕を持った運転を心がけ、安全運転により一層努めるよう

指導しました。

専決処分第１８号 損害賠償の額を定め和解することについて

（事故後の対応）当該案件の当事者である市職員に対しては、所属長から、作業中の

安全管理を徹底するよう指導しました。

専決処分第１９号 損害賠償の額を定め和解することについて

（事故後の対応）今回の事故で転倒した掲示板をほかの場所に移設した上で、藤代公

民館内全体の安全確認を行いました。



専決処分第２０号 損害賠償の額を定めることについて

（再発防止策）請求書等の受領後、直ちに請求の内容を確認するとともに、請求書

は受領次第支払の処理を行うことを改めて徹底し、再発防止に努めま

す。

専決処分第２２号 損害賠償の額を定め和解することについて

専決処分第２３号 和解について

（再発防止策）各市立学校の校長及び職員に対して、学校で徴収した金員の管理体

制の見直し及び徹底に努めるよう指導しました。



専決処分第１７号

専 決 処 分 書

損害賠償の額を定め和解することについて、地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき、議会の議決により指定された市長の専決処分事項として、次のとお

り専決処分する。

令和７年７月１５日

取手市長 中 村 修

損害賠償の額を定め和解することについて

地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、自動車事故に

よる損害について、次のとおり賠償し、和解するものとする。

１ 相手方 （住所）○○○○○○○○○○

（氏名）○○○○○

２ 事故の概要

令和７年５月２日午前９時２５分頃、取手警察署敷地内において、市職員が駐

車場に公用車を駐車しようとしていたところ、付近に駐車していた相手方が所有

する車両に接触し、当該車両を損傷したものである。

３ 損害賠償額 １２８，８３２円（過失割合 市１００：相手方０）



専決処分第１８号

専 決 処 分 書

損害賠償の額を定め和解することについて、地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき、議会の議決により指定された市長の専決処分事項として、次のとお

り専決処分する。

令和７年７月２９日

取手市長 中 村 修

損害賠償の額を定め和解することについて

地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、市が管理する

土地における除草作業中の事故による損害について、次のとおり賠償し、和解す

るものとする。

１ 相手方 （住所）○○○○○○○○○○

（氏名）○○○○○

２ 事故の概要

令和７年５月１２日に取手市井野一丁目２番１４号地先の市が管理する土地に

おいて、市職員が草刈り機で除草作業を行った際、誤って相手方所有の電柱の支

線を損傷したものである。

３ 損害賠償額 ２１，２６５円（過失割合 市１００：相手方０）



専決処分第１９号

専 決 処 分 書

損害賠償の額を定め和解することについて、地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき、議会の議決により指定された市長の専決処分事項として、次のとお

り専決処分する。

令和７年８月７日

取手市長 中 村 修

損害賠償の額を定め和解することについて

地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、市が管理する

公民館における事故による損害について、次のとおり賠償し、和解するものとす

る。

１ 相手方 （住所）○○○○○○○○○○

（氏名）○○○○○

２ 事故の概要

令和７年４月１５日午後２時５０分頃、取手市立藤代公民館入口において、強

風で倒れたホワイトボードが当たって相手方が転倒したことにより、相手方が負

傷し、及び相手方が携帯していたスマートフォンの保護シートを損傷したもので

ある。

３ 損害賠償額 ８，７２０円（過失割合 市１００：相手方０）



専決処分第２０号

専 決 処 分 書

損害賠償の額を定めることについて、地方自治法第１８０条第１項の規定に基

づき、議会の議決により指定された市長の専決処分事項として、次のとおり専決

処分する。

令和７年８月７日

取手市長 中 村 修

損害賠償の額を定めることについて

地方自治法第９６条第１項第１３号の規定により、電気料金の支払遅延に伴う

損害賠償の額について、次のとおり決定する。

１ 相手方 （住所）○○○○○○○○○○

（氏名）○○○○○

２ 損害の概要

市が管理する街路灯の４月分の電気料金２，９１２，６０４円の支払について、

相手方への支払期限を２５日遅延したため、延滞利息１５，１８７円の支払が生

じたものである。

３ 損害賠償額 １５，１８７円（過失割合 市１００：相手方０）



専決処分第２１号

専 決 処 分 書

損害賠償の額を定め和解することについて、地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき、議会の議決により指定された市長の専決処分事項として、次のとお

り専決処分する。

令和７年８月２１日

取手市長 中 村 修

損害賠償の額を定め和解することについて

地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、自動車事故に

よる損害について、次のとおり賠償し、和解するものとする。

１ 相手方 （住所）○○○○○○○○○○

（氏名）○○○○○

２ 事故の概要

令和７年６月４日午後２時頃、アトレ取手立体駐車場内において、市職員が公

用車を運転し駐車場から出庫しようとしたところ、公用車の屋根を立体駐車場の

天井部分に接触させ、当該天井部分を損傷したものである。

３ 損害賠償額 ２９７，０００円（過失割合 市１００：相手方０）



専決処分第２２号

専 決 処 分 書

損害賠償の額を定め和解することについて、地方自治法第１８０条第１項の規

定に基づき、議会の議決により指定された市長の専決処分事項として、次のとお

り専決処分する。

令和７年８月２２日

取手市長 中 村 修

損害賠償の額を定め和解することについて

地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、学校徴収金の

返還の遅延による損害について、次のとおり賠償し、和解するものとする。

１ 相手方 別紙のとおり

２ 損害の概要

取手市立戸頭小学校に在籍する児童の保護者である相手方から学校徴収金を過

大に徴収し、その返還を遅延したことにより、相手方に損害を与えたものである。

３ 損害賠償額 ３，７９５円（過失割合 市１００：相手方０）



別紙

相手方住所 相手方氏名 損害賠償額（円）

○○○○○○○○○○ ○○○○○ ２９９

○○○○○○○○○○ ○○○○○ ３，１２１

○○○○○○○○○○ ○○○○○ ３７５

合 計 ３，７９５



専決処分第２３号

専 決 処 分 書

市が損害を与えた相手方と和解することについて、地方自治法第１８０条第１

項の規定に基づき、議会の議決により指定された市長の専決処分事項として、次

のとおり専決処分する。

令和７年８月２２日

取手市長 中 村 修

和解について

地方自治法第９６条第１項第１２号の規定により、学校徴収金の返還の遅延に

よる損害について、次のとおり和解するものとする。

１ 相手方 別紙のとおり

２ 損害の概要

取手市立戸頭小学校に在籍する児童の保護者である相手方から学校徴収金を過

大に徴収し、その返還を遅延したことにより、相手方に損害を与えたものである。

３ 和解の内容

市が支払うべき損害賠償金に係る債権について、相手方がその全てを放棄する

ものとする。



別紙

相手方住所 相手方氏名 放棄する損害賠償金の金額（円）

○○○○○○○○○○ ○○○○○ ８９

○○○○○○○○○○ ○○○○○ １００



 

請 願 文 書 表 

 

令和７年第３回定例会 

 

  

 受付 

番号

受 付 

月 日
件 名

請 願 者 

（紹介議員）

付　託 

委員会
 11 7/28 教職員定数改善と義務教育費

国庫負担制度堅持のための政

府予算に係る意見書採択を求

める請願

茨城県水戸市笠原町978-46 

茨城教育会館2Ｆ 

茨城県教職員組合 

井坂　功一　ほか 244 人 

（関川　翔）

総務文教 

 12 8/25 旧吉田保育所跡地を整地し多

目的広場として整備すること

を求める請願

取手市吉田236番地 

市政協力員兼吉田区長 

倉持　光司　ほか 473 人 

（金澤　克仁） 

（岡口すみえ） 

（杉山　尊宣）

建設経済

 13 8/25 小貝川ポニー牧場を核とした

小貝川三次元プロジェクト事

業継続に関する請願

取手市椚木49 

特定非営利活動法人小貝川プロ

ジェクト21 

理事長　井草雄太郎　ほか66人 

（赤羽　直一）

福祉厚生



 

教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持のための 

政府予算に係る意見書採択を求める請願 

 

紹介議員　　関　川　　翔 

 

・請願趣旨 

　学校現場では、子どもの貧困・いじめ・不登校、教職員の長時間労働や未配置など、解決

すべき課題が山積しており、子どもたちのゆたかな学びを保障するための教材研究や授業準

備の時間を十分に確保することが困難な状況となっています。ゆたかな学びや学校の働き方

改革を実現するためには、加配教員の増員や少数職種の配置増など教職員定数改善が不可欠

です。 

　2021年３月の義務標準法改正により、小学校の学級編制標準は2025年度までに35人に

引き下げられました。また、中学校においては2026年度から引き下げる方針となっていま

す。今後は、高等学校での早期実施と、きめ細かい教育活動をすすめるために、さらなる学

級編制標準の引き下げ、少人数学級の実現が必要です。 

　義務教育費国庫負担制度については、2006年度に国庫負担率が２分の１から３分の１に

引き下げられました。厳しい財政状況の中、独自財源により人的措置等を行っている自治体

もあるが、自治体間の教育格差が生じることは大きな問題です。子どもたちが全国のどこに

住んでいても、一定水準の教育を受けられることが憲法上の要請であり、国の施策として定

数改善にむけた財源保障をし、ゆたかな子どもの学びを保障するためにも、国庫負担制度の

堅持、さらには国庫負担率２分の１への復元が必要です。 

　今国会では、学校の働き方改革の推進と教員の処遇改善をはかるとして、給特法等の一部

改正法案が国会に提出されています。法案では、学校の働き方改革について、自治体での体

制整備がはかられるものの、「業務の３分類」をはじめ実行は自治体ごとの対応となってい

ます。確実な推進のためには、国による財源や人の配置などの支援が不可欠です。 

　こうした観点から、政府予算編成において下記の請願事項が実現されるよう、地方自治法

第99条の規定にもとづき、国の関係機関への意見書提出を請願いたします。 

 

・請願事項 

１　学校の働き方改革・長時間労働是正を実現するため、加配教員の増員や少数職種の

配置増など教職員定数改善を推進すること。 

２　教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、地方財源を確保した上で義務教育

費国庫負担制度を堅持すること。 

３　自治体が実効性のある働き方改革を実行するために必要な予算措置を講じること。 

 

　令和７年７月２８日 

 

請願者代表　　　　　　　　　　　　　 

住所　茨城県水戸市笠原町978-46　 

茨城教育会館2Ｆ 

氏名　茨城県教職員組合 

井坂　功一　ほか244人 

 

取手市議会議長　殿

 請願 第１１号

 受付 令 和 ７ 年 ７ 月 ２ ８ 日



 

旧吉田保育所跡地を整地し多目的広場として 

整備することを求める請願 

 

紹介議員　　金澤　克仁　　 

岡口すみえ 

　　　　　　杉山　尊宣 

 

・請願趣旨 

　旧吉田保育所は、かつて地域の子どもたちの保育の場として親しまれてきました。しかし、

令和２年に隣接する保育所との統廃合に伴う閉所以降、旧吉田保育所跡地はおよそ５年間、

未利用地のままとなっています。 

　これまでの市からの説明では、この跡地に雨水抑制施設の整備を検討しているとの事です

が、現時点では整備の詳細は決まっていません。 

　市民にとって地域の公共空間は憩いの場であり、交流の場でもあります。特に、小さなお

子様を持つ家庭や高齢者、また運動や交流の場を求める市民にとって、身近な場所にあり気

軽に訪れることができる広場の存在は、大きな意義を持つものです。 

　旧吉田保育所跡地を多目的広場として暫定的に整備することによって、地域住民が安全で

安心して過ごせる場所の創出と、地域の活性化やコミュニティの形成に寄与することができ

るのではないかと考えます。 

 

　以上の趣旨から、下記の事項について請願するものです。 

 

・請願事項 

・旧吉田保育所跡地を整地し多目的に利用できる広場として整備すること。 

 

以上、地方自治法第124条の規定により請願いたします。 

 

　令和７年８月２５日 

 

請願者代表 

住所　取手市吉田236番地 

氏名　市政協力員兼吉田区長 

倉持　光司　ほか473人 

 

取手市議会議長　殿

 請願 第１２号

 受付 令 和 ７ 年 ８ 月 ２ ５ 日



 

小貝川ポニー牧場を核とした小貝川三次元プロジェクト事業継続に関する請願 

 

紹介議員　　赤羽　直一 

 

・請願趣旨 

　小貝川フラワーカナルから誕生した「小貝川三次元プロジェクト事業」は、「小貝川の自

然環境の中で、水・陸・空の三次元を活用し、大人も子供も、高齢者も障害者も、時間と場

所を共有し、思いっきり遊び、学び、交流することを通じて、福祉・教育・環境といった分

野の事業を展開することにより、人々の相互理解と、生活の質の向上に寄与する事を目的」

として、藤代町時代に始まりました。その事業の核となる「小貝川ポニー牧場」はハーモニ

ィ運動創始者の理念のもと、長年にわたり取手市および近隣地の多くの子どもたちにとって、

貴重な体験と学びの場となってきました。馬のお世話等を通じて、命の尊さや社会性、協調

性などを自然に身につけることができるこの場所は、地域の有志によって環境整備されてき

た小貝川の優しく豊かな自然環境との相乗効果等により、奇跡的な価値を長年生み出し続け

ています。特に馬介在活動は心の癒し効果や利用者評価も高く、生きる勇気の原動力、子ど

もたちの夢を育む拠点ともなっています。実際、この牧場を目的に取手市へ移住されたご家

族もある等、地域振興にも大変貢献しています。また、市内で唯一、日常的に自然体験や動

物とも触れ合える公共性の高い空間として、次のような重要な役割も果たしています。 

・障害のある方へのケア・療育的支援の場・不登校児童・生徒の受け入れと居場所・子育

て支援の場・馬に関わる職業を志す子どもたちへの育成の場・保育園や小中学校（職場

体験等）の学びの場・高齢者の生きがいや健康増進の場・環境保全や防災学習の場　等  々

しかし現在、馬房等の老朽化および当該事業打切り案の打診等により、当該事業の現受託

事業者は今年度末で受託終了を表明しています。このままでは、子どもや親子の大切な居場

所が失われるだけでなく、「小貝川生き生きクラブ」を中心に20年前より醸成される「イン

クルーシブ」的空間も失われ、地域コミュニティの喪失も危惧されます。 

 

つきましては、以下の事項について真摯に請願致します。 

 

・請願事項 

１　小貝川ポニー教室で積み重ねてきた「子どもの気持ちを大切に」、明るく・元気に・

骨惜しみしない雰囲気を継承するようなポニー牧場の存続を前提に、継続して下さい。 

２　安全に利用できるよう馬房や関連施設（生き生きクラブ棟等）の修繕を行った上で　

の活用をお願いします。 

３　高齢福祉、教育、不登校支援、障害者ケア、子育て支援といった観点から、本事業

の社会的役割について関係者を含めて再評価し、幅広い政策的視点で適正な事業規模

及び予算確保・運営をお願いします。 

４　藤代スポーツセンターと、一体的な施設として見直し、子供から高齢者までの幅広

い年齢層の社会教育施設として、再整備の検討をお願いします。 

 

以上、地方自治法第124条の規定により請願いたします。 

令和７年８月２５日 

請願者代表 

住所　取手市椚木49 

氏名　特定非営利活動法人小貝川プロジェクト21 

                        理事長　井草　雄太郎　ほか66人 

取手市議会議長　殿

 請願 第１３号

 受付 令 和 ７ 年 ８ 月 ２ ５ 日
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１ 

一般質問発言通告事項一覧表 

 

９月２日（火）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年第３回定例会 

 

 

 
質問 

順位
質 問 者 質　問　事　項 質　　問　　要　　旨

答 弁 を 

求める者

 
１ 杉山 尊 宣 

議 員

桑原地区活力創造拠

点整備推進事業につ

いて 

１　事業協力者からの提案内容 

２　業務代行方式 

３　地権者の反応 

４　今後の取組

市 長 

 
２ 長塚 美 雪 

議 員

子育て世代の負担軽

減と健康支援体制の

強化について

１　医療費負担軽減の拡充 

（１）市の方針 

２　５歳児健診導入の進捗 

３　隠れ教育費の負担軽減 

（１）学校指定用品の緩和 

（２）リユース事業の実施

市 長 

教 育 長

 
取手グリーンスポー

ツセンターの競技種

目拡大と地域経済効

果について

１　多様な競技に対応でき、地域経済効果を見

込める総合的なスポーツ施設整備に対する市

のお考え

市 長 

教 育 長

 
３ 海東一弘 

議 員

郷土愛を育む事業に

ついて

１　市の理念 

２　キャッチコピーの有効性 

（１）市の考え方 

（２）「ほどよく絶妙とりで」決定の経緯 

（３）改変等の検討 

３　市の広告グッズ等の販売と配布 

４　防災無線の午後５時定時放送 

（１）放送の目的、役割と効果 

（２）現行放送メロディーの選曲 

（３）他自治体の放送状況 

（４）「取手市民のうた～新しい明日～」の導入

市 長

 
市立中学校と市内県

立高校の一貫教育の

取組について

１　中高一貫教育の市の考え方 

２　市内中学校の進学率と進学先 

３　現行の一貫教育実施形態 

４　他自治体の状況 

５　県の役割と市の取組

教 育 長



２ 

９月３日（水）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年第３回定例会 

 

 
質問 

順位
質 問 者 質　問　事　項 質　　問　　要　　旨

答 弁 を 

求める者

 
４ 佐藤隆治 

議 員

取手市・藤代町合併

から20 年が経過し

たが、市はどのよう

に変わったのか

１　合併の意義、効果 

２　これまでの取組の成果 

３　今後の取組

市 長 

教 育 長

 
５ 久保田真澄 

議 員

健やかな妊娠・出産

（プレコンセプショ

ンケア）について

１　市では、女性の健康維持について様々な施

策を行っているが、その内容 

２　周知方法 

３　効果 

４　プレコンセプションケア 

（１）レッツトライ高校生講座を受講した生徒

の声 

（２）推進５か年計画を踏まえて今後の取組

市 長

 
授乳室について １　搾乳可能マークを公共施設に掲示 市 長

 
防災について １　備蓄品に防犯ブザー（子ども・女性を犯罪

から守る） 

２　避難所に授乳室（搾乳室）の整備

市 長

 
６ 染谷和博 

議 員

高校生遠距離通学支

援について

１　高校生の適性・興味関心に合った進路選択

を広げるための支援事業

市 長 

教 育 長

 
小学校のこども朝食

堂について

１　食を通じた支援（朝食を習慣化して健康で

充実した学校生活のサポート）

教 育 長

 
自転車交通ルール大

幅変更について

１　令和８年４月の自転車に対する道路交通

法改正

市 長

 
取手駅西口Ａ街区再

開発事業及び桑原地

区活力創造拠点整備

推進事業に関する経

過について

１　取手駅西口Ａ街区における市街地再開発

事業 

２　桑原地区活力創造拠点整備推進事業

市 長



３ 

 

 
７ 古谷貴子 

議 員

スクールガードの強

化について

１　現在の体制 

２　安心安全の下校体制づくり 

３　成り手不足を解消するには

教 育 長

 
高齢者の見守りにつ

いて

１　乳酸菌飲料の配布の現状 

２　対象者への周知 

３　申込み方法 

４　今後の見守り体制

市 長

 
災害への備えについ

て

１　災害用バンダナの導入 

２　避難所トイレにトイレ用サポート手すり

の導入

市 長

 
８ 関川　翔 

議 員

小貝川三次元プロジ

ェクトについて

１　事業発足からこれまでの経緯 

２　事業の課題や終了に至った理由は 

３　現在の状況と年度内の予定など 

４　今後の展開や事業継続の可能性

市 長

 
９ 加増充子 

議 員

社会教育施設につい

て

１　図書館構想 

（１）西口再開発ビル内に図書館等複合施設

を市長部局で検討されてきたが、図書館

の役割・位置づけについて伺う 

（２）市民の財産である社会教育施設として

図書館構想・公共施設等総合管理計画に

ついて伺う 

（３）公民館の図書室を生かし、地域での本

との関わりを充実させる努力を 

２　井野公民館へのエレベーター設置 

（１）利用者からの請願に応え、エレベータ

ー設置を

教 育 長

 
取手市二大開発につ

いて

１　西口Ａ街区再開発事業 

（１）地権者20人から７人に変更し、施行区

域は5,000㎡となった下で、地権者の変動

はあり得るのではないか 

（２）準備組合の情報公開 

（３）施設計画概要 

（４）概算事業費 

２　桑原開発 

（１）イオンの土地使用範囲を計画区域65ha

の５割弱に縮小、業務代行方式への変更の

意図は 

（２）これまでのイオンと準備組合との協議に

市の対応に責任はないか 

（３）イオン・準備組合・取手市による覚書

市 長



４ 

９月４日（木）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年第３回定例会 

 

 
質問 

順位
質 問 者 質　問　事　項 質　　問　　要　　旨

答 弁 を 

求める者

 
１０ 小堤　修 

議 員

環境対策の推進に

ついて

１　異常気象による取手市民への影響と予防対

策 

２　身の回りの環境変化に対する一人一人の気

付きアップ 

３　自然環境と生活環境が心地よく一体化する

ための方策 

４　私たちを取り巻く様々な環境変化を踏まえ

た目指すまちの未来像

市 長 

教 育 長

 
１１ 根岸裕美子 

議 員

産後ケアの在り方

と利用しやすい制

度設計について

１　産後ケアの目的の確認 

２　本当に必要な人が使える制度になっている

か 

３　医療機関との連携・調整 

４　利用方法の改善提案

市 長

 
地域公共交通計画

策定について

１　取手市公共交通に関するアンケート調査の

結果 

２　様々な調査結果から見えた課題は 

３　学生に対する支援策 

４　市民への情報提供、啓発 

５　計画の方向性、骨子

市 長 

 
広域避難受入れ体

制と取手市原子力

災害防災計画策定

について

１　広域避難受入れ想定 

２　広域避難受入れに関する市民への情報提供 

３　取手市原子力災害防災計画が必要では

市 長

 
１２ 本田和成  

議 員

救急時の選定療養

費の徴収について

１　本市での徴収例と徴収数 

２　教育現場や福祉施設の現状 

３　市独自の具体的なガイドライン作成と徴収

時の補助

市 長 

教 育 長

 
道路・樹木の管理に

ついて

１　街路樹・学校の樹木 

２　Ｕ字溝

市 長 

教 育 長

 
学校給食について １　学校給食の意義 

２　本市の学校給食の現状 

（１）衛生管理（異物混入） 

（２）食材費高騰 

３　国は小学校の学校給食無償化の方針を出し

たが本市の動向は

教 育 長



５ 

 

 
１３ 鈴木三男 

議 員

市の財政について １　歳出 

（１）目的別歳出 

（２）民生費 

２　経常収支比率 

３　財政力指数 

４　実質収支、単年度収支、実質単年度収支 

５　財政調整基金

市 長

 
１４ 落合信太郎 

議 員

アフォーダブル住

宅について

１　市の考え 

２　東京圏との賃金格差緩和のための導入

市 長

 
学校の熱中症対策

について

１　現状 

２　冷蔵庫の導入

教 育 長

 
取手駅西口交通広

場の利便性向上に

ついて

１　一般車乗降場の拡大 市 長

 
ソーラー式防犯灯

の導入について

１　導入の検討 市 長



６ 

９月９日（火）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年第３回定例会 

 

 
質問 

順位
質 問 者 質　問　事　項 質　　問　　要　　旨

答 弁 を 

求める者

 
１５ 岡口すみえ 

議 員

英語教育の充実につ

いて

１　英語教育の現状と課題 

２　ＡＬＴ（外国語指導助手）の配置状況と活

用 

３　英語教育のＩＣＴ活用（デジタル教材・オ

ンライン交流等） 

４　今後の英語教育の方向性と市としての取

組

教 育 長

 
子育て支援複合施設

について

１　取手駅前の子育て支援施設の現状 

２　取手駅西口Ａ街区の複合公共施設におけ

る子育て支援に向けた取組 

３　子どもや若者関連施設の取組

市 長

 
こども誰でも通園制

度について

１　こども誰でも通園制度の進捗状況 

２　通園制度の意義

市 長

 
空き家の適正管理と

利活用による環境保

全の在り方について

１　空き家の現状と課題認識 

２　空き家と環境保全への影響

市 長

 
１６ 佐野太一 

議 員

災害時に安心して避

難できる体制づくり 

「人の避難、ペット

同行、自助の視点か

ら」について

１　人の避難 

（１）発令から避難開始まで 

（２）避難経路の安全性 

（３）避難所到着直後の対応 

（４）避難所での環境整備 

２　ペット同行避難 

（１）訓練の実効性 

（２）マニュアルの不足 

（３）受付と管理 

（４）一時避難と長期避難への対応 

３　自助 

（１）自助の重要性 

（２）平時からの備え 

（３）啓発と参加機会 

（４）自助の「見える化」 

４　避難訓練全体の改善 

（１）訓練の在り方 

（２）課題の検証と改善

市 長



７ 

 
１７ 遠山智恵子 

議 員

不登校への支援につ

いて

１　子どもの権利を尊重し、子どもも親も安心

できる支援を進めるべきと考える。所見を求

める 

２　10年で３倍という子どもの不登校が急増

している。当市における不登校児・生徒の現

状把握と各々の対応について伺う 

３　人の配置は十分か 

４　子どもたちの居場所づくりについて現状

と課題について伺う 

５　子どもが通いたくなるような学校にする

ことが大切である。所見を求める 

６　学校現場からの要望達成状況を伺う

市 長 

教 育 長

 
新川・新堀開発につ

いて

１　令和４年７月の業者による回答について

地元の声を受けて、業者に指導するべき。ど

うか 

２　行政内の担当部署

市 長 

農委会長

 
農業問題について １　昨年に続き「令和の米騒動」未解決の今、

「今後、10年20年後の農業を見据えて、農

業支援を行ってほしい！」とは、農家の声。

答弁を求める 

２　主食である米作りへの支援策が求められ

ている。具体策を問う

市 長 

農委会長
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